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Ⅰ．決算概要
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平成29年3月期
2Q累計

平成30年3月期
2Q累計

前年同四半期比

金額 金額 売上比 増減額 増減率

売 上 高 4,912 5,072 100.0 160 3.3

営 業 利 益 876 766 15.1 △109 △12.5

経 常 利 益 890 769 15.2 △120 △13.5

親会社株主に帰属する
四 半 期 純 利 益

596 465 9.2 △130 △21.9

（単位：百万円、％）

前年同期との比較

平成３０年３月期第２四半期 決算ハイライト （連結）
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●都立中高一貫校の合格実績及び合格占有率が好調につき

ena小中学部の生徒数が増加

●個別指導部門の生徒数が減少

●臨時雇用者を含む従業員の増加に伴う人件費（給与等）の増加

●本社移転に伴う賃借料（家賃等）の増加

対前年比で売上高増加

対前年比で売上原価増加

対前年比で販管費増加

対前年比で売上高減少
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営業利益の減少要因
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876 1,494

+160
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△179
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教育事業

その他
※セグメント間取引消去前数値

+137
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人件費（給与等）増加

臨時雇用者を含む従業員が増加

賃借料（家賃等）増加

▶本社移転に伴う



平成29年3月期末 平成30年3月期 ２Q末

金額 構成比 金額 構成比 増減額 主な増減要因

流 動 資 産 1,017 19.7 944 16.2 △73
資産

●現金及び預金の減少△６４百万円

●工具、器具及び備品の減少△２６百万円

●投資有価証券の増加＋７３８百万円

固 定 資 産 4,143 80.3 4,869 83.8 725

資産合計 5,161 100.0 5,813 100.0 652

流 動 負 債 2,139 41.5 2,193 37.7 54 負債

●一年内返済予定の長期借入金の減少△２６百万円

●未払金の減少△１９７百万円

●前受金の増加＋２６３百万円

●長期借入金の増加＋５９百万円

固 定 負 債 239 4.6 304 5.3 65

負債合計 2,378 46.1 2,498 43.0 119

純資産合計 2,782 53.9 3,315 57.0 532 純資産

●第三者割当による新株式の発行＋６３５百万円

●配当金の支払△６４２百万円
●親会社株主に帰属する四半期純利益の計上＋４６５百万円

負債・純資産合計 5,161 100.0 5,813 100.0 652

（単位：百万円、％）

貸借対照表 （連結）

6



（単位：百万円）

588
834

+1,478

△661

△1,057

現金（同等物）残高 現金（同等物）残高

有形固定資産の取得

投資有価証券の取得

△240

△625

長期借入による収入

長期借入金の返済

株式の発行による収入

配当金の支払

+99

△66

+635

△643

キャッシュ・フロー計算書 （連結）
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税金等調整前四半期純利益

未払金の減少額

前受金の増加額

法人税等の支払

+736

△148

+263

△256
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+796 △878

+21
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523
前期末比 64百万円の減少



Ⅱ．今期の戦略

8



（単位：百万円 / 百万円未満切捨て）

売上高 売上高伸び率 経常利益 経常利益率 四半期純利益 有利子負債 時価総額

順位 社 名 金額
前年
順位

社 名 ％
前年
順位

社 名 金額
前年
順位

社 名 ％
前年
順位

社 名 金額
前年
順位

順位 社 名 金額
前年
順位

社 名 金額
前年
順位

1 ナガセ 19,423 → 1 進学会 17.2% ↑ 6 学究社 769 → 1 学究社 15.2% → 1 リソー教育 503 ↑ 2 1 東京個別指導学院 0 → 1 東京個別指導学院 51,251 ↑ 2

2 リソー教育 10,814 ↑ 3 ウィザス 15.3% ↑ 4 リソー教育 725 → 2 城南進学研究社 7.3% → 2 学究社 465 ↓ 1 2 進学会 0 → 1 リソー教育 44,780 ↑ 3

3 早稲田アカデミー 10,665 ↓ 2 リソー教育 8.5% ↓ 1 東京個別指導学院 462 ↑ 6 リソー教育 6.7% → 3
市進
ホールディングス 304 ↑ 6 3 城南進学研究社 0 → 1 ナガセ 43,282 ↓ 1

4 東京個別指導学院 8,918 → 4 東京個別指導学院 7.5% ↑ 3 早稲田アカデミー 424 ↓ 3 東京個別指導学院 5.2% ↑ 7 東京個別指導学院 274 ↑ 7 4 リソー教育 0 → 1
明光ネットワーク
ジャパン 36,033 → 4

5
市進
ホールディングス 7,553 → 5 早稲田アカデミー 5.7% → 5 城南進学研究社 263 ↓ 4

クリップコーポレー
ション 4.5% ↑ 6 早稲田アカデミー 234 ↓ 3 5

明光ネットワーク
ジャパン 70 → 5 ステップ 27,105 → 5

6 ウィザス 7,466 → 6 学究社 3.3% ↑ 9
クリップコーポレー
ション 73 ↑ 8 昴 4.1% ↓ 8 城南進学研究社 170 ↓ 4 6 学究社 232 ↑ 7 学究社 17,784 → 6

7 学究社 5,072 ↑ 8 成学社 2.6% → 7 昴 68 ↑ 9 早稲田アカデミー 4.0% ↓ 5
クリップコーポレー
ション 87 ↑ 8 7

クリップコーポレー
ション 250 ↓ 6 早稲田アカデミー 14,919 ↑ 8

8 成学社 5,052 ↓ 7 昴 2.6% ↑ 12 ウィザス 17 ↑ 10 ウィザス 0.2% ↑ 10 昴 29 ↑ 9 8 早稲田アカデミー 546 → 8 進学会 12,319 ↓ 7

9 秀英予備校 4,859 → 9 秀英予備校 2.3% ↑ 11 成学社 △ 18 ↑ 11 成学社 △0.4% ↑ 12 成学社 △ 33 ↑ 11 9 ステップ 1,345 ↑ 10 京進 7,371 ↑ 13

10 城南進学研究社 3,618 → 10 城南進学研究社 1.6% ↓ 2 進学会 △ 59 ↓ 5 ナガセ △0.8% ↑ 11 ウィザス △ 63 → 10 10 ウィザス 1,449 ↓ 9 成学社 5,646 → 10

11 進学会 3,023 → 11 ナガセ 0.8% ↓ 10
市進
ホールディングス △ 72 ↓ 7

市進
ホールディングス △1.0% ↓ 9 進学会 △ 104 ↓ 5 11 昴 2,158 ↑ 12

市進
ホールディングス 4,920 ↓ 9

12 昴 1,656 ↑ 13
市進
ホールディングス △4.3% ↑ 8 ナガセ △ 158 → 12 進学会 △2.0% ↓ 4 ナガセ △ 577 ↓ 12 12 成学社 2,630 ↓ 11 城南進学研究社 4,692 ↑ 15

13
クリップコーポレー
ション 1,612 ↓ 12

クリップコーポレー
ション △4.8% → 13 秀英予備校 △ 557 → 13 秀英予備校 △11.5% → 13 秀英予備校 △ 676 → 13 13 秀英予備校 4,043 ↑ 14 ウィザス 4,604 ↓ 12

参考

明光ネットワーク
ジャパン 19,383 -

明光ネットワーク
ジャパン 3.8% -

明光ネットワーク
ジャパン 2,806 -

明光ネットワーク
ジャパン 14.5% -

明光ネットワーク
ジャパン 2,042 - 14

市進
ホールディングス 4,938 ↑ 15

クリップコーポレー
ション 4,259 ↓ 11

ステップ 10,564 - ステップ 3.8% - ステップ 2,633 - ステップ 24.9% - ステップ 1,833 - 15 京進 8,184 ↓ 13 秀英予備校 3,180 ↑ 16

京進 4,626 - 京進 31.7% - 京進 283 - 京進 6.1% - 京進 182 - 16 ナガセ 29,563 → 16 昴 3,169 ↓ 14

※上記は、各社が発表している決算短信に基づいて当社が作成しております。

※決算期が異なる『明光ネットワークジャパン』 は平成29年8月期、『ステップ』は平成29年9月期、『京進』 は平成30年5月期第1四半期
の数値を記載しております。

私塾業界 平成３０年２・３月期 第２四半期決算ランキング

9

別紙参照



(単位：百万円 / 百万円未満切捨て）

金額 対前期比(%) 金額 対前期比(%) 金額 対前期比(%)

学究社 H29.3月期 第2四半期 4,912 △0.2% 890 △0.7% 18.1% 596 3.2% 306 49.7% 10,701 50.00 535 89.7% 3.9% 1,286 13,761

(東証一部)
H30.3月期 第2四半期 5,072 3.3% 769 △13.5% 15.2% 465 △21.9% 232 57.0% 11,101 60.00 666 141.2% 3.7% 1,602 17,784

11月10日 H30.3月期（予） 10,806 8.9% 1,750 15.7% 16.2% 1,119 14.5% - - - 60.00 - - - - -

市進ホールディングス H29.2月期 第2四半期 7,896 0.7% 32 - 0.4% 7 - 5,239 16.4% 10,604 10.00 103 1408.5% 1.7% 574 6,087

(東証Ｊ)
H30.2月期 第2四半期 7,553 △4.3% △ 72 - △1.0% 304 - 4,938 15.9% 10,604 10.00 99 34.0% 2.2% 464 4,920

10月16日 H30.2月期（予） 15,635 △2.0% 45 △90.8% 0.3% 324 38.4% - - - 10.00 - - - - -

早稲田アカデミー H29.3月期 第2四半期 10,090 2.1% 469 △7.0% 4.6% 296 3.4% 314 52.0% 8,334 30.00 250 84.5% 3.3% 907 7,559

（東証一部）
H30.3月期 第2四半期 10,665 5.7% 424 △9.6% 4.0% 234 △20.7% 546 57.1% 8,334 30.00 250 106.5% 1.7% 1,790 14,919

10月30日 H30.3月期（予） 21,787 5.3% 1,161 8.0% 5.3% 723 6.4% - - - 30.00 - - - - -

リソー教育 H29.2月期 第2四半期 9,964 5.6% 721 9.0% 7.2% 463 3.7% - 56.0% 52,069 25.00 1230 280.0% 4.4% 563 29,315

(東証一部)
H30.2月期 第2四半期 10,814 8.5% 725 0.6% 6.7% 503 8.6% 0 52.4% 52,069 28.00 1,378 273.7% 3.3% 860 44,780

10月10日 H30.2月期（予） 23,100 11.2% 2,400 18.1% 10.4% 1,400 9.8% - - - 28.00 - - - - -

東京個別指導学院 H29.2月期 第2四半期 8,294 4.9% 52 △67.8% 0.6% △ 21 - 0 79.0% 54,291 24.00 1302 △6000.0% 4.2% 572 31,054

(東証一部)
H30.2月期 第2四半期 8,918 7.5% 462 777.4% 5.2% 274 - 0 75.0% 54,291 26.00 1,412 514.9% 2.8% 944 51,251

10月4日 H30.2月期（予） 18,800 5.0% 2,561 11.0% 13.6% 1,690 17.5% - - - 26.00 - - - - -

ウィザス H29.3月期 第2四半期 6,474 3.9% △ 39 - △0.6% △ 83 - 1,136 35.8% 10,440 16.00 160 53.3% 4.8% 332 3,466

(東証Ｊ)
H30.3月期 第2四半期 7,466 15.3% 17 - 0.2% △ 63 - 1,449 36.7% 10,440 16.00 160 △254.8% 3.6% 441 4,604

11月10日 H30.3月期（予） 15,856 10.8% 883 35.2% 5.6% 272 141.5% - - - 16.00 - - - - -

進学会 H29.3月期 第2四半期 2,578 2.0% 122 △69.1% 4.7% 55 △98.8% 0 94.0% 20,031 20.00 399 716.8% 4.1% 486 9,735

（東証一部）
H30.3月期 第2四半期 3,023 17.2% △ 59 - △2.0% △ 104 - 0 93.6% 20,031 15.00 299 △286.3% 2.4% 615 12,319

11月10日 H30.3月期（予） 6,600 7.8% 700 4.3% 10.6% 530 73.6% - - - 15.00 - - - - -

秀英予備校 H29.3月期 第2四半期 4,751 △2.3% △ 604 - △12.7% △ 652 - 4,257 26.6% 6,710 12.00 80 △12.3% 3.4% 357 2,395

（東証一部）
H30.3月期 第2四半期 4,859 2.3% △ 557 - △11.5% △ 676 - 4,043 29.1% 6,710 12.00 80 △11.9% 2.5% 474 3,180

11月8日 H30.3月期（予） 11,120 1.8% 110 △44.8% 1.0% 45 △87.3% - - - - - - - - -

昴 H29.2月期 第2四半期 1,614 △2.9% 10 △82.6% 0.6% △ 61 - 2,294 45.9% 6,935 12.00 70 △11.5% 3.2% 380 263

(東証Ｊ)
H30.2月期 第2四半期 1,656 2.6% 68 580.9% 4.1% 29 - 2,158 46.9% 693 120.00 70 238.0% 2.6% 4,570 3,169

10月11日 H30.2月期（予） 3,524 2.3% 313 16.2% 8.9% 195 539.4% - - - 120.00 - - - - -

クリップコーポレーション H29.3月期 第2四半期 1,694 △3.8% 28 △73.6% 1.7% △ 28 - 250 89.3% 4,536 50.00 224 △759.9% 5.5% 903 4,096

(東証Ｊ)
H30.3月期 第2四半期 1,612 △4.8% 73 158.6% 4.5% 87 - 250 88.4% 4,536 40.00 165 190.1% 4.3% 939 4,259

10月30日 H30.3月期（予） 3,554 2.9% 350 89.8% 9.8% 206 228.8% - - - 40.00 - - - - -

城南進学研究社 H29.3月期 第2四半期 3,560 5.3% 269 △0.8% 7.6% 191 1.6% 0 68.4% 8,937 10.00 80 42.1% 3.5% 286 2,556

(東証Ｊ)
H30.3月期 第2四半期 3,618 1.6% 263 △2.1% 7.3% 170 △10.8% 0 68.1% 8,937 10.00 80 47.2% 1.9% 525 4,692

11月6日 H30.3月期（予） 7,251 4.7% 454 12.9% 6.3% 304 58.1% - - - 10.00 - - - - -

ナガセ H29.3月期 第2四半期 19,278 △0.9% △ 215 - △1.1% △ 427 - 31,701 23.4% 10,148 100.00 947 △219.7% 3.4% 2,945 29,887

(東証Ｊ)
H30.3月期 第2四半期 19,423 0.8% △ 158 - △0.8% △ 577 - 29,563 24.4% 10,148 130.00 1,152 △199.7% 3.0% 4,265 43,282

10月31日 H30.3月期（予） 47,005 3.2% 6,092 16.5% 13.0% 3,527 32.1% - - - 130.00 - - - - -

成学社 H29.3月期 第2四半期 4,926 1.9% △ 201 - △4.1% △ 130 - 2,238 32.5% 5,876 9.80 54 △41.4% 1.2% 850 4,994

(東証Ｊ)
H30.3月期 第2四半期 5,052 2.6% △ 18 - △0.4% △ 33 - 2,630 31.4% 5,876 10.40 57 △172.8% 1.1% 961 5,646

11月13日 H30.3月期（予） 11,609 6.6% 322 20.5% 2.8% 162 22.6% - - - 10.40 - - - - -

明光ネットワークジャパン H28.8月期 18,672 △0.5% 2,325 △38.8% 12.5% 944 △60.2% 82 77.4% 27,803 38.00 1,009 107.8% 3.6% 957 26,608

（東証一部）
H29.8月期 19,383 3.8% 2,806 20.7% 14.5% 2,042 116.4% 70 74.5% 27,803 40.00 1,062 52.0% 3.1% 1,296 36,033

10月12日 H30.8月期（予） 20,415 5.3% 2,100 △25.2% 10.3% 1,191 △41.7% - - - 42.00 - - - - -

ステップ H28.9月期 10,176 5.9% 2,485 6.6% 24.4% 1,669 12.2% 1,589 84.7% 16,670 30.00 498 29.9% 2.1% 1,230 20,504

(東証一部)
H29.9月期 10,564 3.8% 2,633 5.9% 24.9% 1,833 9.8% 1,345 86.1% 16,670 33.00 546 29.8% 2.0% 1,626 27,105

10月31日 H30.9月期（予） 11,056 4.7% 2,752 4.5% 24.9% 1,899 3.6% - - - 34.00 - - - - -

京進 H29.5月期　第1四半期 3,512 12.0% 334 12.0% 9.5% 216 28.9% 3,558 30.2% 8,396 6.00 50 23.2% 1.7% 356 2,988

(東証二部)
H30.5月期　第1四半期 4,626 31.7% 283 △15.4% 6.1% 182 △16.1% 8,184 21.6% 8,396 9.28 77 42.8% 1.1% 878 7,371

10月13日 H30.5月期（予） 17,789 31.6% 516 23.1% 2.9% 770 78.8% - - - 9.28 - - - - -

※上記は、各社が発表している決算短信に基づいて当社が作成しております。

※決算期が異なる『明光ネットワークジャパン』 は平成29年8月期、『ステップ』は平成29年9月期、『京進』 は平成30年5月期第1四半期の数値を記載しております。

社　名 （市場） 決　算　期

売　上　高 経　常　利　益
経常

利益率

四半期純利益
有利子
負債

自己資
本比率

発行済
株式総数

（千株）

1株当たり
配当金

（年間予定）

配当金
総額

（年間予定）

配当性向
配当

利回り
（11/14現在）

株価

単位：円

（11/14現在）

時価総額
（11/14現在）

私塾業界 平成３０年２・３月期 第２四半期
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平成29年3月期 実績 平成30年3月期 予想

２Ｑ累計 通期
２Ｑ累計
（実績）

前年同四半期比 通期 前年同期比

売 上 高 4,912 9,924 5,072 3.3 10,806 8.9

営 業 利 益 876 1,494 766 △12.5 1,749 17.1

経 常 利 益 890 1,512 769 △13.5 1,750 15.7

親会社株主に帰属する

純 利 益 596 977 465 △21.9 1,119 14.5

１ 株 当 た り
純 利 益

55.72円 91.31円 42.50円 104.57円

売 上 高
営 業 利 益 率

17.8 15.1 15.1 16.2

（単位：百万円、％）

平成３０年３月期 業績予想 （連結）
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3．都立難関高校受験における高い合格実績

平成29年入試において、全都立中高一貫校11校（含区立九段中等）に738名（前年度682名、前年
比108 ％）合格し、今年度も合格者数実績No.1を獲得することができた。

2．都立中高一貫校受検における抜群の合格実績

他塾では、私立中高一貫校、名門私立大学付属中高という従来からの市場への対応を中心として
いるため、この新しい市場において、他塾を大きく引き離している。

当社の強み
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1．都立中高一貫校、都立難関高校の対策塾へ他塾に先駆けシフトチェンジ

都立復権、コストパフォーマンスにより、都立中高一貫校、都立難関高校の人気が高まることを予期
し、この新しい市場への対応を中心とする進学塾へ他塾に先駆けてシフトチェンジ。

全都立中高一貫校11校(含区立九段中等)中、桜修館中を除く10校で合格者実績No.1を獲得するこ
とができた。

平成29年度入試において、進学指導重点校7校(日比谷高、西高、国立高、戸山高、立

川高、八王子東高、青山高)に339名(前年比121％)の合格者を出すことができた。

・

・

・

・

・

国立高、立川高、八王子東高、青山高、国分寺高、新宿高、国際高の７校において、合格者実績
No.1を獲得することができた。

・

全都立中高一貫校10校の一般定員合計に対する合格者占有率は48％(前年は45％)に達した。・



合格実績①
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全都立中11校合計で1位を獲得（※1）

都立立川国際中 （※2） 98名 （占有率65%）

都立三鷹中 97名 （占有率61%）

都立南多摩中 96名 （占有率60%）

都立武蔵高附属中 80名 （占有率67%）

都立大泉高附属中 72名 （占有率60%）

都立富士高附属中 57名 （占有率48%）

都立小石川中 56名 （占有率35%）

区立九段中等 54名 （占有率34%）

都立白鷗高附属中 48名 （占有率30%）

都立両国高附属中 30名 （占有率25%）

都立桜修館中 50名

※1 区立九段中等を含みます。

※2 立川国際中の占有率は一般枠定員に対する数値です。

※3 10時間以上の指導実績のある生徒のみを合格実績にカウントしており、本科生であっても10時間以上

の指導実績がなければ合格実績に加算しておりません。

※4 No.1の表記は、常設教室で通年授業を行い、チラシ等で合格実績を謳っている塾の中で比較して使用

しております。

※5 九段中等を除く都立中10校一般枠に対する占有率は48％です。

（前年度 ６８２名）

No.1

No.1

No.1

No.1

No.1

No.1

No.1

No.1

全都立中高
一貫校（※1）

合 計

7 3 8 名No.1

No.1



合格実績②
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都立難関高校

都立高校

合 計

1,902名

都立立川高 92名 （占有率29%）

都立国立高 77名 （占有率24%）

都立国分寺高 60名 （占有率19%）

都立八王子東高 59名 （占有率19%）

都立新宿高 42名 （占有率13%）

都立青山高 35名 （占有率13%）

都立国際高 35名 （占有率16%）

都立西高 33名

都立町田高 33名

都立戸山高 30名

都立駒場高 27名

都立小山台高 22名

都立日比谷高 13名

No.1

No.1

No.1

No.1

※1 10時間以上の指導実績のある生徒のみを合格実績にカウントしており、本科生であっても10時間以上

の指導実績がなければ合格実績に加算しておりません。

※2 No.1の表記は、常設教室で通年授業を行い、チラシ等で合格実績を謳っている塾の中で比較して使用

しております。

No.1

No.1

No.1



事業環境と当社の基本戦略

1．少子化による教育関連市場の縮小

教育関連業界全体では、少子化の影響で市場規模が縮小傾向にある。
しかしながら、東京都内及び近郊エリアに限ってみれば、人口流入により学齢人口の
増加が続いている。

2．不況による教育費支出への影響

各世帯において、私立中学・高校への進学という投資が卒業後の進路にどのような成
果をもたらすかという視線が厳しくなる中、都立中高一貫校及び都立難関高校の人気
が高まっている。

当社の強みを生かし、都立中高一貫校・都立難関高校入試の合格実績シェアを
さらに高めていく。他塾との差別化を鮮明にし、 『都立中高専門ena』の認識を確
立する。

15



具体的施策1 新規校舎展開

16

東京東部及び北部を重点地域と定めた出校及び東京西部の重点地域での複数
出校。

当社がNo.1を獲得していない都立中高一貫校（■）、都立難関高校（◆）、

ena校舎の出校状況（●）。（平成29年12月4日現在）

重点出校
エリア複数出校

エリア



具体的施策1 新規校舎展開（続き）
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開校計画

ブランド
平成28年3月期

（実績）
平成29年3月期

（実績）
平成30年3月期

（計画）

ena 9校 9校 6校

個別ena 2校 ― 1校

ena新セミ 2校 1校 2校

ena新美 ― ― 1校

計 13校 10校 10校

※1 上記の校舎数には業態変更による開校が含まれております。
※2 開校ブランド、開校数及び開校時期は、不動産市況・物件状況・経営環境によって変更される場合があります。



具体的施策2～4
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2．広告媒体の多様化

TVコマーシャルをはじめ、トレインチャンネル、YouTube等、各種広告媒体を幅
広く活用

新たな試みとして、宣伝カーの導入

3．内部充実

新規出校数を抑えて、内部充実を図る

カリキュラム・・・中学部における学校の内申対策の完全実施

教材・・・オリジナルテキストの改定・新刊作成

研修・・・ena大学を新設。内部で中途社員・時間講師むけの研修を実施

4．校舎の閉校・統廃合

小中学部としては初めて、今期初めに4校（二俣川・下高井戸・自由が丘・西立
川）閉校

個別指導単独校舎と小中学部校舎の統合（大規模校舎の有効活用）

経費削減・適正規模化



具体的施策5～6
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5．合宿場の充実

富士山合宿場２号館の本格稼働により、清里・

富士山合宿場の３合宿場で1,000名の収容が

可能となり、更なる利便性を図る。

なお、正月合宿に向けて、富士山合宿場の改修を

実施する（大浴場新設・定員67名増）。

6．人材の確保

新卒・中途社員を積極採用

新卒採用計画

平成28年4月入社（平成29年3月期）：30名（実績）

平成29年4月入社（平成30年3月期）：30名（実績）

平成30年4月入社（平成31年3月期）：40名（計画）⇒51名内定承諾

[富士山合宿場２号館]



業績の推移
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※平成25年3月期より会計方針の変更を行ったため、平成24年3月期については、当該会計方針の変更を反映した

遡及処理後の数値となります。

（百万円） （百万円）

4,420
4,685

5,488

6,990
6,728 6,679 6,553

7,990
8,559

9,318
9,711 9,924

10,806

305
249

343

694

630 614

504

1,073 1,088

1,330
1,409

1,494

1,749

0

500

1,000

1,500

2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

売上高（左軸） 営業利益（右軸）



1株当たり
当期純利益

利益配分の基本方針

株主還元

21

長期にわたる安定基盤の確立に努めるとともに、株主の皆様への
業績に対応した成果の配分を行い、利益還元を強化してまいります。

※当社は、平成27年４月１日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。平成24年３月期の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり年間配当金及び１株当たり当期純利益を算出しております。

平成25年3月期 平成26年3月期 平成27年3月期 平成28年3月期 平成30年3月期
（予想）

48円45銭 55円01銭 76円29銭 77円77銭

平成29年3月期

91円31銭 104円57銭

30円

40円

50円

60円 60円 60円

61.9%

72.7%

65.5%

77.1%

65.7%

57.4%

1株当たり年間配当金 配当性向（連結）



Ⅲ．参考資料
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経営理念 （参考）
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■学究社グループ経営理念

基本的価値

行動原則

人間的教育の実践

日本一の私塾

勇気・品性・誠実

①コミュニケーション

②怒らずほめる

③明るく元気に

到達目標

使命



当社ブランドの特長 （参考）

24※校舎数は平成29年12月4日現在。

168

校

33

校

13

校



校舎・授業風景(参考)
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[校舎外観] [校舎内の様子]

[授業風景] [受験講演会]



合宿場(参考)
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清里合宿場・富士山合宿場では、夏期合宿、週末合宿、GW合宿等、短期間で飛

躍的な学習効果をもたらす合宿特訓を実施しております。

・体験授業

（牧場体験、自然体験）も用意

[清里合宿場] [富士山合宿場（旧経団連ゲストハウス）]

・平成26年より新たに稼働

・旧経団連ゲストハウス

・都心からのアクセスに優れている



免責事項

本資料に掲載されている株式会社学究社の現在の計画、見通し、戦略、確信等のうち、過
去の事実でないものは、将来の業績に関する見通しであり、リスクや不確実な要因を含んで
おります。

これらの情報は、現在入手可能な情報から株式会社学究社の経営者の判断に基づいて作
成されております。

実際の業績は、さまざまな重要な要素により、業績見通しとは大きく異なる結果となりうるた
め、業績見通しのみに全面的に依拠することは控えるようお願い致します。

また、本資料は、投資勧誘を目的としたものではありません。投資に関する決定は、利用者
ご自身のご判断において行われるようお願い申し上げます。
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ＩＲお問い合わせ

管理本部ＩＲ担当

ＴＥＬ ： ０３－６３００－５３１１

Ｅ－ｍａｉｌ ： ir@ena.co.jp


